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第 1 章 はじめに 
第 1 節 計画策定の趣旨 

 松川町農業振興、この 10 年の取り組みとしては、農業生産振興を一層促進するため、生産者と

消費者双方の交流活動の拠点づくりと、総合的で効率的かつ安定的な農業振興施策を展開。また、

地域の特性を生かした多様で持続可能な農業の展開を図り、都市住民等に対して農作業体験や農村

文化・生活体験等を提供し都市住民との交流を促進。 
平成 21 年 6 月に開設された、松川町農村観光交流センターみらいでは、営農支援センター、観

光案内所の機能を持ち、農地相談や、ホームステイ、ワーキングホリデー等での都市交流、くだも

の狩りの案内などとして、松川町の農業振興の拠点としてスタートしました。 
 有害鳥獣対策としては、平成 24 年から 28 年にかけて、町内の山沿いへ全長 50 ㎞の電気柵及び

侵入防止柵の設置を行い、サル、イノシシ、鹿、クマなどの有害鳥獣の侵入を防ぐ取り組みを実施

しました。 
 平成 27 年には、大正 4 年から当町で果樹を栽培し始めてから 100 年の節目の年を迎えて、100
周年記念事業を実施。次の 100 年に向けた果樹栽培の取り組みについて各種イベントやフォーラム、

記念式典を今後の果樹栽培のブランド化を加速化させる取り組みとして実施しました。フォーラム

では、6 次産業化について、軽労働でも栽培可能な作物や環境の変化に対応できる栽培可能な農作

物などについての検討も進められました。担い手の受け入れとして、I ターンによる新規就農者の

受け入れも実施。 
平成 28 年 3 月には、内閣府構造改善特別区域法により、南信州松川町りんごワインシードル特

区に認定され、令和 4 年現在、町内では 3 つの醸造所によりリンゴのお酒、シードルなどが醸造さ

れ、委託醸造などにより 6 次化に取り組む農家も増えています。 
 また、農業法人の立上げや、30 年後の松川町の農業の未来などを検討し、農業従事者の高齢化

や、後継者不足への対応策について検討を進めてきました。交流人口を増やすことで、農業収入の

確保をし、担い手の育成につなげるため、平成 30 年 3 月、一般社団法人 まつかわ観光まちづく

りセンターが立ち上がりました。 
 令和 2 年、新型コロナの感染症が世界中に広まり、国で進めるインバウンドの旅行受け入れも中

止せざるを得ない状況となり、学校の休校、旅行やイベントは中止となり、人の動きが制限される

時代となりました。当町の観光農業には大きな打撃となった一方、新たな販路拡大や感染防止策に



努めることで、産地の信頼の確保が図られました。 
近年、当町の遊休農地は拡大傾向にあり、今までの果樹農家への農地の集約や、新たな担い手へ

の農地の賃貸借や売買等では太刀打ちできない状況になったため、松川町農業委員会では小さな単

位での農地を守る仕組みが必要と考え、地域ごとの人農地プランの策定を実施しました。地域内で

の話し合いを行うことで、その地域の未来予想図について個々に意見を出し、検討、まとめていく

ことで実質化されたプランが策定されました。3 つのプランが策定され、令和 6 年現在では、当初

のプランを含めた 10 か所での地域計画が策定されました。次の世代へ農地をつなぐため、地域で

の取り組みと、担い手へのサポートを一緒に行う組織、一般社団法人グリーンみらい・まつかわが

令和 5 年 10 月に設立し、事業をスタートしました。 
また、農地所有適格法人も 9 つまで増え、農地の集約化が進むなか、一方で、農地を持たない住

民の皆さんに農地及び農業に関心を持っていただくため、身土不二の考えのもと 1 人 1 坪農園の推

進が行われてきました。ふれあいガーデンでの農産物の栽培や、遊休農地の活用による景観作物に

取り組み、平成 24 年からは有機栽培による家庭菜園の拡張により直売所への販売につながること

を目的に、野菜作りの講習会などを開催しました。直売所への農産物の出荷を行うようになり、面

積の大きい専業農家だけでなく年金プラスαの農業収入を実践する家庭や、勤めながらプラス農業

での生業を実践する方が増加しています。 
令和 2 年からは、県の元気づくり支援金を活用し、有機農業のノウハウを学ぶ実証圃場での研修

会を実施し、より生産性の高い有機農業を推進し、令和 4 年には国のみどりの食料システム戦略の

有機農業産地づくり推進費を活用し、環境に配慮した農業の推進を模索しています。当町において

農業の中心は果樹であり、「ゆうきの里づくり」は一部の有機農業者だけでなく、当町の農業生産

の主体となる果樹栽培においても、環境に配慮した持続可能な農業を模索する取り組みです。 
また、学校給食への食材提供が始まり、地産地消、食育に関する関心が深まっています。町民が

健康で安心できる生活の礎を築くため、安全・安心で永続的に発展する農業を確立するため、その

実現に向けた方針を示すものです。 
 
以下 3 つの基本目標を設定しています。 

 
1. 活力ある持続可能な農業の推進 
2. 環境に配慮した農業の推進 
3. 景観を大切にした農業の推進 

  
 これらの基本目標達成に向け、体系的に「現状と課題」「具体的な取り組み」を示し、松川町の

農業、農村のための施策を総合的に推進しることを目的として本計画を策定します。 



 
第 2 節 計画の位置づけ 
 令和 7 年 4 月に制定された、第 6 次松川町総合計画（令和 7 年度～令和 10 年度）において、

基本計画②<24 テーマごとの政策方針>で示された 2.買物・飲食 3 地産地消と地域内購買活動の推

進、12.自然景観 1 農村風景に調和する果樹園の維持支援、13.自然の恵み 2 環境保全型農業の推進、

23.雇用・所得 6 果樹研修制度とグリーンみらい・まつかわを軸とした農業後継人材の育成、9 農村

の維持に資する集落営農組織の検討、10 民間と連携したクリーンな栽培体系の研究、ノウフク連

携の伴奏支援、24.事業創造 3 半農半Ⅹも含めた果樹農業研修制度の展開ついて、具体的な農業振

興に向けた方向性を明らかにします。 
  

第 6 次 松川町総合計画 令和 7 年度～令和 10 年度 

⇧ 上位計画 
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令和 7 年度（2025）～令和 16 年度（2034） 

基本計画 10 年間・実施計画 5 年間 
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1. 活力ある持続可能な農業の

推進 
 

2.環境に配慮した農業の推進  

3.景観を大切にした農業の推進  

 
             



 
第3節 計画期間 
 基本計画は令和 7 年度(2025 年度)を初年度とし、令和 16 年度（2034 年度）を最終目標年度とします。 
実施計画は令和 7 年度（2025 年度）を初年度とし、令和 11 年度（2029 年度）を最終目標年度としま

す。 
 
第4節 農業の概要 
 松川町は、長野県南部の下伊那郡の最北、伊那谷のほぼ中央に位置し、東西約 21km、南北約 6km で、

総面積 72.79 ㎢。そのうち農地面積が 1321ha で、総面積の 18％、林野面積が 4,680ha で 64％を占め

る中山間地域です。 
 町の中央を天竜川が北から南へ流れ、川の東西に段丘が形成され、東側には工業団地と水田地帯が、

傾斜地では、水稲、畜産、小梅の栽培などが行われている。西側は、水田地帯から住宅地、商店街、工

業団地が開け、梨、りんごなどの果樹栽培が盛んです。水はけが良く、昼夜の寒暖差もあることから、

果樹や野菜、花き類の栽培に適し、色づきの良い農作物の生産に適しています。 
 果樹面積は 604ha で、耕地面積の約 60％に当たります。水稲の面積は 232ha で約 23％、そのほか、

野菜や花き類の面積は 174ha で約 17％に当たります。 
 有機農産物の生産する田畑については、令和 6 年度で 9.5ha となっており、耕地面積の 0.7％に当た

ります。 
〇 主な農作物の生産状況 2020 年農業センサスによる             （令和 3 年推計額） 

 経営体 件 作付面積 ha 生産量 ｔ 産出額（推計）千万円 

果樹 553 373 5,767 296 
米 267 110 919 18 
野菜類 71 － － 11 
花き類・花木 40 37 － － 
その他、雑穀・いも・等 25 － － 1 
乳用牛 1 － － 3 
養豚 1 － － － 
 
  令和 2 年度実績 
主要品目の内訳 栽培面積 ha 生産量 t 
りんご 269 4,223 
なし 76 1,330 
もも 10 108 
ぶどう 13 88 
さくらんぼ 3 8 
プルーン等 2 10 
有機米・有機野菜 1.6 ・ 3 7 ・ 30 
 
 
 
 
 



松川町農業史年表   

     

時代 果樹 水稲 畑作 

江

戸 

  

  福与倉平井完成   

    
福与河原の新田開発・堤

防の普請 
  

  立石柿（串柿）の生産 
部奈用水完成（弘化 4 年

［1847］） 
  

    
各地の井で度々水争い

が起きる 
  

  
生田で長峰桃や中山りんごなどの果樹

が栽培される 
各地で堤がつくられる   

明

治 
4(1871)     生田で製糸業がはじまる 

  6（1873）     上片桐で製糸業がはじまる 

  22(1889)   

上片桐堤ヶ原・関屋原の

開田開発のため前沢川

揚水の整備 

  

  25（1892） 大島で早生赤梨が植栽される   
長野県で一般農事の改良とともに養蚕

が推奨される 

  33(1990)     
生田で雑穀類の収穫量が最盛期を迎

える 

  35（1902）     養蚕業が隆盛に向かう 

大

正 
3（1914）     

上片桐の組合製糸のはじめである共

明館が設立される 

  4（1915） 
大島で鈴木源三郎・平沢兼四郎・矢沢菊

太らが果樹栽培を始める 
    

  5（1916） 大島でりんごの植栽がはじまる     

  6（1917）     大島で養蚕組合が設立される 

  ８（1919）     
上片桐において養蚕戸数・収繭量とも

に最高となり養蚕黄金時代を迎える 

  9（1920）     生糸の価格が大暴落 

  15（1925） 大島で二十世紀梨の栽培がはじまる     

昭

和 
3（1928） 上片桐でも果樹栽培がはじまる     

  4（1929） 大島の二十世紀梨初出荷     

  6（1931） 
大島果樹生産組合がはじめて東京神田

市場に二十世紀梨を出荷 
    

  8（1933） 東京帝国農会で「伊那梨」の試食会開催     

  13（1938） 
上片桐としてはじめて二十世紀梨を東京

へ出荷 
    



 時代 果樹 水稲 畑作 

    
東京の二幸・三越デパートで大島の二十

世紀梨の試食会開催 
    

  14（1939）     
経済不況に対する更生計画の事業と

して立案された大島池の平堤が竣工 

  16（1941） 
作付統制により大島果実出荷組合が果

樹新植中止を申し合わせ 
    

  18（1943） 戦争の影響により果樹園が衰退     

  19（1944）     
大島農業会の設立に伴い蚕の共同飼

育の開始・稚蚕専用桑園の設置 

  21（1946） 果実の統制が解かれ自由販売が可能に   
大島西山の修練道場で開墾の鍬入れ

式 

  23（1948）     生田福与・中山で稚蚕飼育所が設立 

  25（1950）     上片桐で稚蚕共同飼育所が設立 

        
県農業会の要請により各地で煙草栽

培が導入される 

  27(1952)     上片桐で稚蚕共同桑園を設置 

  29（1954） 

上片桐で共同選果を実施し全村一銘柄

の「上片桐共選」が上下伊那郡に先駆け

て誕生 

    

  30（1955）   竜西一貫水路が完成   

  31（1956） 大島村と上片桐が合併し松川町が発足 

  32（1957）     
生田でこんにゃく栽培が最盛期を迎え

る 

  34（1959） 生田村を編入合併し新制松川町が発足 

  36（1961） 選果場の機械化が盛んになる     

  38（1962） 
生田で品種改良された「竜峡小梅」が種

苗名登録され、栽培が盛んになる 

構造改善事業による圃場

整備がはじまる 

生田地区の基幹作物として養蚕の近

代化が進む 

  45（1970）   
減反政策の導入で水田

面積・生産量が減少 

減反政策により商品化野菜の栽培が

増加（きゅうり・メロン・トマト・ピーマン

など） 

        ハウス栽培の発展（野菜・花卉など） 

        
生田で減反に伴う転換作物としてりん

どうの栽培が盛んとなる 

  46（1971） りんごのわい化栽培が導入される     

  49（1974） 
上片桐 7 か所の選果場が統合し、上片

桐梨選果場が完成 
    

  50（1975） 市田柿の生産が盛んになる   養蚕農家の減少が進む 

    
中央自動車道松川インター開設に伴い

観光農園化が進む 
    

  53（1978） 上大島に東洋一を誇る梨の統一選果場が完成     



 時代 果樹 水稲 畑作 

  56（1981）   
生田部奈宮の前地籍圃

場整備竣工 
  

  57（1982）   
生田福与倉平地籍圃場

整備竣工 
  

  58（1983）   
上片桐大栢宮の久保地

籍圃場整備竣工 
  

  59（1984）   
上片桐町谷有平地籍圃

場整備竣工 
  

  63（1988） 二十世紀梨のアメリカ輸出がはじまる     

  1（1989）   

上片桐農協に籾乾燥調

整施設（ライスセンター）

が完成 

  

平

成 

  

2（1990） 梨生産者数をりんご生産者数が上回る     

9(1997)     町内の養蚕農家がすべて廃業（生田） 

  14（2002）   
前河原水田地帯の基盤

整備が完了 
  

 17（2005） 
農林業センサスでの農業就業人口が

2000 人を下回る 
  

 18（2006） 有機農業研究会発足   

 22（2010） さすがふじ 商標登録   

    
中山間地 花き栽培産地に発展 

内閣総理大臣賞受賞 

 27（2015） 果樹栽培百周年記念   

 28（2016） 
南信州松川町りんごワイン・シードル特

区認定 

新嘗祭献上 おおしまフ

ァーム 
 

 29（2017）  新嘗祭献上 菅沼ライス  

 元（2019） 市田柿ブランド維持拡大 H28GI 認証   

令

和 
2（2020） 

新型コロナウイルス感染症の拡大による全国一斉臨時休業の開始（R2.2.28） 

農林業センサスの実施 
有機栽培研修会の開始 

学校給食へ提供 

有機栽培研修会の開始 

学校給食へ提供 

 3（2021）    

 4（2022） Orchard レストランスタート   

 5（2023）    

 6（2024） 

第 63 回農林水産祭 「日本農林業振興

会会長賞」 「天皇杯」 なかひら農場 

受賞（多角化経営部門） 

ライスセンター今年度営

業をもって閉鎖・高森へ

合併 

 



松川町の農地・農業の現状 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 副業的経営体数 335 戸 
（経営農家のうち半数が副業的経営体数となっている） 

 
 2020 農林業センサス  総農家数  928 戸  自給的農家数 294 戸

令和 5 年度現在 松川町耕作面積  単位 ha 
農地面積 耕作面積（令和元年度農林水産関係市町村統計作物統計調査により） 遊休農地 

1,321 
（台帳） 

1,010 
田 畑 内樹園地 202 

（農地パトロール）232 780 604 

①農業就業人口   単位：人   

年度(センサス） 計 男 女 経営農家件数 内組織経営 

平成 12 年度(2000) 2,300 984 1,316 899 6 

平成 17 年度(2005) 1,995 897 1,098 - - 

平成 22 年度(2010) 1,605 785 820 892 6 

平成 27 年度(2015) 1,459 732 727 810 9 

令和元年度（2020) 1,066 578 488 668 9 
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第 2 章 基本計画 
第1節 将来像 

松川町の環境保全型農業を推進し、持続可能な地域づくりを目指し、食を考え農地を守る。 
 

第2節 基本目標 
1.活力ある持続可能な農業の推進 

     将来の松川町の農業を担う農業経営者の意向や、その他農業経営に関する基本的条件を考慮

して、農業者、農業に関係する団体が地域の農業の振興を図るための話し合いを通じた、地域

計画を策定を支援するとともに、意欲ある担い手（集落営農・後継者・新規就農者）の確保・

育成に努めます。 
持続可能な農業を目指し、100 年の歴史ある「くだものの里」、これからの 100 年を紡いで

いく「ゆうきの里」として、安定的に農業が行えるよう圃場整備を行うとともに、農作物を獣

害から守るための獣害防護柵を設置し、農業生産基盤の整備を進め、適地適作、新品種の導入

や農地の集団化による生産性の向上を図ることにより、基幹品目の生産安定・拡大支援を実施

します。 
また、地域のつながりを大切にした、農業と暮らしを守る集落営農組織の立上を検討し、地

域ごとの新しい取り組みで農業の活性化を目指します。 
 

   
施策 ① 農業生産基盤の整備 ②生産性の向上、収益性の向上 ③新規就農者の受け入れ 

④ 集落営農による活性化 
 
2.環境に配慮した農業の推進 

安全で美味しい農産物を安定的に供給していくことを農業生産の基本とし、自然環境と調和

した農業の振興を通じて、安全・安心な農産物の供給に努めます。 

令和５年３月に宣言した、オーガニックビレッジ宣言では、環境保全型農業の取組、持続可

能な農業での町の活力・魅力のＵＰ、ゆうきの里としての成長とともに、子どもたちの健やか

な成長を目指すとしており、様々な取り組みを実施する中で、生産者及び消費者の意見をもと

に環境に配慮した循環型農業の推進に努めます。 

 

施策 ①環境保全型農業の推進 ②農村環境機能の保全 ③地産地消の拡大と食育の推進 

 
3.景観を大切にした農業の推進 
 町花として認定されている梨の花は松川町の農業、作物、地域独自の風景の美しさを象徴し

ています。先人の努力により整備されたため池や水路、田んぼや、石垣、大正から昭和にかけ

ての果樹栽培の隆盛により、果樹園の美しさが松川町の風景となりました。景観を大切にした

農業を継続していくことで松川町の持続可能な農業と環境保護を両立させ、地域に暮らす住民

と他地域との交流を生み出す宝となります。自然環境や歴史的な風景を保護し、景観の美しさ

を維持・向上させることを目指します。 
 
①  景観を保つための農地有効利用の推進  ② 森林、農地の持つ機能の保全   

③  都市交流と国際交流・国際協力 



 
本計画の実現にあたり、農業者、農業関係団体、県や関係団体と適切な連携を図ります。 

 
 
 

第3節 体系図 
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1.活力ある持続可能な農業の推進 

① 農業生産基盤の整備   

② 生産性の向上、収益性の向上 

③ 新規就農者の受け入れ 

④ 集落営農による活性化 

2. 環境に配慮した農業の推進 
① 環境保全型農業の推進 

② 地産地消の拡大と食育の推進 

3.景観を大切にした農業の推進 

①景観を保つための農村環境機能の保全  

②森林の持つ機能の保全 

③都市交流と国際交流・国際協力 



第３章 実施計画 
1. 活力ある持続可能な農業の推進 

   〈令和 6 年度現状〉 農地面積 1320ha 農振農用地 942ha 遊休農地 202ha 
（2020 ｾﾝｻｽ）  実経営体数 641 件  営農面積 583ha  

経営体数  果樹農家 67.5％ 内 70％の農家が年間販売額 300 万円以下 
         作付け面積 果樹栽培 71％ 

（りんご 46、梨 13、柿 5、もも 2・ぶどう 2、さくらんぼ 1、その他 2） 
水稲 19％  花き 8％  野菜 2％   

          
施策① 農業生産基盤の整備 

農業用施設・機械整備 
現状と課題 具体的な取組 

 高性能な施設や、機械の導入には初期投資が

高額で、小規模農家にとっては導入が難しい。

また、過去に整備された施設の維持管理や、老

朽化もあり、継続や更新にコストがかかる。 
 異常気象（台風、豪雨、猛暑など）により、

従来の栽培方法では対応が難しくなっている。 
 高齢化が進む中、次世代への技術移転が 不

十分。 
地域によって施設整備の進展度に差があり、

特に中山間地域での農業の継続が危ぶまれる。 

 個別農家では負担が大きい施設や機械を地域

単位で共有する取り組みを構築する。 
 農業用の施設や機械購入に対する補助とし

て、県や国の施策に注視し、農家の希望に沿っ

た施策を推進。 
 各地域で策定した地域計画の中で位置づけた

中心経営体の生産安定、規模拡大に向けた支援、

各種補助事業の活用を実施。 
 中山間地域においては、農業と暮らしを継続

するため、農村 RMO の活用を検討。 
・新規就農者を交えた集落営農組織（防除組合）で産地パワーアップ事業を活用（国） 
・担い手となる個人事業主の地域計画への位置づけ、認定農業者への加入を促進 
・集落営農組織の取り組みの中で暮らし、福祉など合わせた農村 RMO の活用（国） 
・農地中間管理事業及び農地法第 3 条での農地の売買、賃貸借契約の支援 

有害鳥獣対策 
現状と課題 具体的な取組 

 町内の周囲に張り巡らせた鳥獣収入防止柵、

電気柵の設置から 10 年が経過するが、管理者

の減少や高齢化により維持管理が難しくなっ

ている。さらに、柵の内部に侵入したサルや鹿、

イノシシが、地域内の森や雑草地に巣くい、農

作物を荒らす事例が起きている。鳥による果樹

への被害も多きい。 
 猟友会による捕獲や銃器を活用した駆除が

実施されるも、猟友会会員にも減少がみられ

る。 

 鳥獣被害が発生していない地域では対策への

関心が薄い。町全体の防御力をアップするため

にも、一人一人の被害防止意識を広める必要が

ある。また、地域内の動物が隠れられるような

雑木林の下草狩りなどを実施し、人と、動物が

暮らす空間のすみわけを実施することが必要で

ある。補助事業の内容を拡充し、ドローンや、

AI カメラを活用した、監視を実施し、電気柵や

罠の効率的な活用を実施。 
 若手ハンターの育成を検討。 

・地域内での猿追いなど、農業者だけでない鳥獣害対策事業の実施 
・鳥獣害対策協議会の中で、ドローン、AI カメラを活用した監視事業のテスト事業の実施 
・若手ハンター加入促進キャンペーンの実施。許可申請費の補助等。 

 



施策② 生産性の向上、収益性の向上 
果樹 

現状と課題 具体的な取組 
果樹栽培 100年以上の歴史ある当地域では、

先人の取り組みにより剪定技術や適性施肥、防

除の技術の普及により品質、収量が向上し、消

費者のニーズに応じた果樹栽培に取り組んで

いる。JA への出荷だけでなく、直売や、体感

型観光など、農家独自の販売網も構築され、最

近ではふるさと納税の返礼品とも活用されて

いる。 
しかし、農業従事者の高齢化や、継承が進ま

ないなどの課題も大きい。また異常気象による

生育障害や病害虫被害が増加。従来の技術では

対応が難しいケースも出てきている。 

 気候変動に対応した新品種の導入、自動散水

システムや、耐熱シートなどで、物理的対策を

検討。産地としての持続を目指し、現在の農地

の承継事業のシステムを構築。 
若手農業者への技術指導や経営指導の強化、

及び女性や高齢者が活躍できる農業のモデルを

確立。 
 環境保全型農業を推進する中で、地域に即し

た品目の導入や、省力化作物により果樹栽培体

系を構築。新資材の活用や、AI を活用した栽培

技術の取組。 

・気候変動に対応した資材導入への補助事業の実施（国・県） 
・災害後の強い体制づくりの推進（共済加入、収入保険加入） 
・果樹研修制度（町）、里親研修制度（県）の受け入れの継続 
・省力化果樹栽培導入への支援事業の実施 
・みどりの食料システム戦略（国）の推進事業を活用した環境保全型農業のテスト事業の実施 

水稲・野菜 
現状と課題 具体的な取組 

 水稲：自家消費米の栽培農家が多い中、農地

を集約し栽培している経営体が存在する。JA
のライスセンターが統合される中、自家消費米

の栽培農家の減少が危惧される。機械導入に、

継続を断念する農家も現れている。 
 野菜：収益作物として南信州管内で推奨され

ているきゅうり、長ネギ、アスパラガスが栽培

されているが、施設栽培を検討する際、大きな

経費がかかる。 
 また、水稲、野菜とも異常気象による生育障

害や病害虫被害が増加。 

水稲：農地の集約化、基盤整備による農地の

拡張などに、規模拡大、コストを抑えて農業経

営を永続できるよう、地域計画に位置付け、県、

国の補助事業が受けられるよう支援する。小規

模農家においては、共同での機械購入などの検

討を進める。 
 野菜：環境に影響を受けずに栽培できる施設

栽培に取り組みを検討し、国、県の補助事業が

受けられるよう、支援する。 
 水稲、野菜とも環境に配慮した農業の推進を

実施し、気候変動や災害の影響を受けない農産

物の生産に取り組めるよう各種支援を実施。 
・水路の整備等、維持管理が必要となる地域での地域計画の策定を継続して実施 
・共同での機械購入で、農機具のシェア利用の実施 
・施設栽培の導入時、産地パワーアップ事業や信州生産力強化対策事業を活用 
・経営所得安定対策交付金の活用 

花き 
現状と課題 具体的な取組 

 高収益作物としての花きについてはハウス

栽培により、天候に左右されない生産が可能と

 農業用の施設や機械購入に対する補助とし

て、県や国の施策に注視し、農家の希望に沿っ



なり、ブランド化している。しかし、冠婚葬祭

需要が減り市場縮小が懸念される。また施設や

暖房器具の更新などに多額の経費が掛かるこ

とにより、更新に踏み切れないといった実態が

ある。 
 中山間地域における花き栽培では、標高差や

気温の変化を活かした露地での花き栽培、少量

多品目な栽培に取り組んでいる。高齢者の年金

プラスの収入に一役買っている。 
 急傾斜、狭小な農地のため、機械化が難しい 

た施策を推進。 
  
 
 
 

地形や気象条件を生かした栽培の取組、粗放

的な作物として、手をあまりかけなくても良い

品種の導入を推進。女性、高齢者の働きやすい

環境を整備。 

・共同での機械購入で、農機具のシェア利用の実施 
・施設栽培の導入時、産地パワーアップ事業や信州生産力強化対策事業を活用 
・経営所得安定対策交付金の活用 

畜産 
現状と課題 具体的な取組 

 乳牛農家、養豚農家が各 1 軒のみの営農の

取り組みとなっている。労働集約型農業であ

り、担い手不足が深刻。 
 環境に配慮した畜産経営を行う中で、ブラン

ド化された牛乳が、学校給食に提供されてい

る。また、果樹との複合経営に取り組んで循環

型農業の取組で飼育されている豚は 6 次加工

により、ハムやベーコン、ソーセージとしても

販売している。 

 技術革新や、ブランド化により、収益性を高

め、継続した経営ができるよう支援を実施。 

・経営所得安定対策交付金の活用 
・ワクチン接種などの経費負担の補助実施 

 
 
 

施策③ 新規就農者の受け入れ 
果樹研修制度 

現状と課題 具体的な取組 
 地域おこし協力隊事業を活用した果樹研修

生を、令和 6 年まで、第 5 期生含め 9 名の果

樹研修生の受け入れを実施。新規就農者とし

て、町内での就農を目指し、取組、支援を実施。 
 就農してからの収入を確保するために、成園

の借入を希望。家、作業場の課題もある。 

 今後、農地を手ばなす農家も増えてくる中で、

継承を希望する農家の掘り起こしを行う。果樹

研修生を受け入れる際、3 年後の継承を見すえ

て募集をかけることを検討。 
 果樹研修圃場を整備。研修後の就農を目指す。 
 里親研修制度での就農希望もあり、研修中の

支援等、果樹研修生と並行して、一部支援を検

討。 
・経営農地の確保を、一般社団法人グリーンみらい・まつかわと連携して実施 
・果樹農業研修生滞在等の活用（里親研修生の受け入れ）の実施 



・継承を考える農業者、農地の正確な把握 
半農半 X 

現状と課題 具体的な取組 
 町では移住定住を推進。豊かな田舎、地方で

の暮らしと、仕事を両立する移住者の呼び込み

を行っている。 
 農業体験において、農家への受入依頼、調整

の実施。体験者がのちの移住に繋がっている。 
 実際の移住において、農業の取組を行う際、

経験不足、農機具、資材不足により継続できな

いケースが出てきている。 

 栽培研修会の実施を検討。農機具による耕作

の支援を検討。 
有機栽培の取り組みと合わせて、体験圃場の

運営。 
農地の斡旋。地域コミュニティーへの導入。 

・移住促進事業と合わせての農業体験会実施 
・有機農業の体験圃場の設置 

 
施策④ 集落営農による活性化 

地域計画による地域の取組 
現状と課題 具体的な取組 

令和 6 年度現在、増野、大沢、部奈、前河

原、福与、桑園西山、大島ブロック 1、大島ブ

ロック 2、片桐 3、上片桐下の 10 か所で策定。

意欲的な農家を中心的経営体として位置付け。 
 地域計画に位置付けられていないと、各種補

助事業が受けられないため、計画未設定地域の

策定をどのように進めるかが課題。 

 計画後の取り組みとして、地域が希望した際、

地域ごとに目指す目標に向け具体的な取組に対

して支援を実施。 
 中心経営体として活躍する農家に対し、国や

県の補助事業を紹介。 
 希望する地域において、新たな地域計画の策

定。 
・地域計画の見直し、更新を実施。また未実施地域においても検討。 
・目標に向けた具体的な取組の実施。 

集落営農組織への支援 
現状と課題 具体的な取組 

地域計画を策定する中で、大沢、部奈地区で

は集落営農組織の立上を検討している。 
農業生産や経営を地域の農家が共同で行い、

農業機械の共有や、農作物の栽培、販売を行う

計画。地域内の景観や営農を継続していくため

の一助となるよう取り組みを開始。 
地域内での同意が得られるよう話し合いを

実施していく。 

 国の補助事業を受け実施。継続した支援の中、

協議会や、集落営農組織を立ち上げ、永続的な

農地保全に向け、支援を実施。 
 地域おこし協力隊を募集し、地域で暮らすと

ともに、組織の運営について取り組みを行う。 
 リーダー育成として、経営やマーケティング

を学べる研修会への参加支援。 

・地域内で集落営農組織及び協議会の設立により各種事業の実施 
・地域の支援、活性化を目指し、地域おこし協力隊の活用。 
・地域の魅力を発信するため、一般社団法人南信州まつかわ観光まちづくりセンターとの連携 

 
 
 



2. 環境に配慮した農業の推進 

 
施策① 環境保全型農業の推進 

認証制度の推進 
現状と課題 具体的な取組 

 国のみどりの食料システム戦略、有機農業産

地づくり推進事業において、町独自の参加型認

証制度の取り組みをテスト的に実施。 
 認証の取り組みの認知度が低い。 

 参加型認証は、町の応援団及びファンづくり。

環境に配慮した農産物は有機農産物に限らな

い。有機農産物だけでなく、町内の農産物全体

での取り組を検討。 
 参加型のため、消費者の圃場巡回を計画。 

・参加型認証制度の取り組み実施 
・圃場見学会ツアーの実施。 

有機農業の推進 
 遊休農地対策としてスタートした有機農業

の取組。5 年間の栽培研修を実施し、有機栽培

農家が 10 件に増加。指導者研修を実施。2 名

が受講。栽培面積は 10ha。 
 地域内外への PR ができていない。 

有機農業に取り組みやすい環境づくりをし、

新たな担い手へ指導者の紹介とともに、研修会

を実施。 
新規就農者、新たな集落営農組織、慣行農業

からの移行者に対し、環境保全型農業に特化し

た支援策、補助事業等、情報提供していく。 
・公益財団法人自然農法国際研究開発センターに有機栽培の指導を継続して依頼 

 
 

施策② 地産地消の拡大と食育の推進 
学校給食への食材提供 

現状と課題 具体的な取組 
 令和 2 年より、学校給食に有機栽培した農

産物の導入を開始。 
 主要 5 品目（お米、ジャガイモ、にんじん、

長ネギ、玉ねぎ）の使用量 50％を目指してい

るが、異常気象のため、収量が減少、品質低下

も見られる。  

 生産者の増を目指すとともに、品質保全のた

めの、保冷庫の設置を検討。 
 栽培方法についても、気象に合わせた取り組

みを検討。 
 規格に見合わないものも加工して学校給食に

提供できる方法を検討。 
・保育園、学校給食への野菜、お米の提供、50％を目指す。 
・子供たちの体験希望に合わせ、圃場の案内実施。 
・野菜保冷庫、加工設備等の設置の検討 

 



 
3. 景観を大切にした農業の推進 

     
施策① 景観を保つための農村環境機能の保全 

現状と課題 具体的な取組 
 果樹園を中心とした農業風景、水田の広がり

による日本の原風景、中山間地における、里山

地域などの景観保全がなされつことにより、自

然の恵みを享受、観光資源にもなり、心豊かな

生活を送ることができる一つの要因。 
 しかし、SS での農薬散布、爆音機での鳥獣

害防止、水路の整備不良による、降雨時の漏水、

耕作放棄などによる雑草の繁茂など、付近への

環境に影響を及ぼしている状況が少なからず

あります。 

 農業の担い手不足、高齢化などにより、農村

地域のコミュニティーが衰退している中で、地

域資源を活用した地域振興や共同作業の取組や

農村ツーリズムの推進を実施。 
 地域内のコミュニティーを再活性化し、地域

づくりのためのイベントや交流活動を促進し、

環境保全を意識した活動を行う。 
 地域の内への若者の定住促進のため、就業機

会や住居支援を推進。 

 
施策② 森林、農地の持つ機能の保全 

現状と課題 具体的な取組 
 自然環境、人々の生活を支える多様な機能

（水源、災害防止、二酸化炭素吸収、生物多様

性保全、食料生産機能）をもつ森林、農地です

が、どちらも担い手不足による手入れが行き届

かない森や農地が増えています。 
 所有者不在の森や農地の増大も懸念される。

管理不足による周りへの影響も散見される。 

 持続可能な保全に向けて、地域のコミュニケ

ーションが必要。地域計画を策定後、具体的な

保全の取り組みについて検討。 
 粗放的な管理や、スマート機械の導入などの

より、あまり手のかからない管理方法を検討。 
 不在地主の農地、山林についての手続きにつ

いて行政により検討、管理については地域の集

落営農組織などでの実施を促す。 
 

施策③ 都市交流と国際交流・国際協力 
現状と課題 具体的な取組 

 姉妹都市の静岡県牧之原市、友好交流都市の

埼玉県蓮田市、中米コスタリカとの交流を実

施。 国際交流では、JICA を通じた研修会な

どで、農家の皆さんが受け入れを実施。 
持続的な取組となっていない。 

 農業や林業の担い手不足を解消するにも、交

流事業は有効。都市とのネットワークを構築し、

農村体験ツアーを実施。 

 
   本計画に沿い、農業者、農業関係団体、町民、事業者等、それぞれが連携し、取り組みをおこな

うことに対して重点的に支援するとともに、効果的、効率的に事業を実施していきます。 


